














































































































































 

    （単位：千円） 

  前事業年度 
（平成27年６月30日） 

当事業年度 
（平成28年６月30日） 

負債の部    

流動負債    

買掛金 790,640 ※２ 790,285 

短期借入金 ※１,※３ 1,966,617 ※１,※３ 1,438,065 

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※３ 789,604 ※１,※３ 868,828 

リース債務 11,275 10,717 

未払金 682,576 ※２ 555,840 

未払費用 495,227 ※２ 484,604 

未払法人税等 609,393 407,758 

未払消費税等 242,517 108,390 

前受金 82,191 85,861 

預り金 45,390 ※２ 67,059 

その他 28,340 37,791 

流動負債合計 5,743,774 4,855,202 

固定負債    

長期借入金 ※１,※３ 6,144,920 ※１,※３ 5,653,298 

リース債務 36,626 22,010 

資産除去債務 282,668 352,806 

繰延税金負債 － 14,693 

その他 83,598 84,707 

固定負債合計 6,547,814 6,127,516 

負債合計 12,291,588 10,982,719 

純資産の部    

株主資本    

資本金 50,000 50,000 

資本剰余金    

資本準備金 50,000 50,000 

資本剰余金合計 50,000 50,000 

利益剰余金    

利益準備金 32,500 32,500 

その他利益剰余金    

特別償却準備金 59,877 143,840 

繰越利益剰余金 1,692,195 3,023,079 

利益剰余金合計 1,784,573 3,199,420 

株主資本合計 1,884,573 3,299,420 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 8,737 △2,406 

繰延ヘッジ損益 △19,330 △26,378 

評価・換算差額等合計 △10,593 △28,785 

純資産合計 1,873,980 3,270,635 

負債純資産合計 14,165,568 14,253,354 
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②【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
 前事業年度 

(自 平成26年７月１日 
 至 平成27年６月30日) 

 当事業年度 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 22,503,103 ※１ 23,641,966 

売上原価 17,241,143 ※１ 17,861,878 

売上総利益 5,261,960 5,780,087 

販売費及び一般管理費 ※２ 3,159,664 ※１,※２ 3,383,210 

営業利益 2,102,295 2,396,877 

営業外収益    

受取利息 2,150 ※１ 8,290 

受取配当金 679 821 

受取地代家賃 38,966 48,303 

その他 27,989 ※１ 61,839 

営業外収益合計 69,785 119,255 

営業外費用    

支払利息 118,323 111,918 

その他 2,486 17,476 

営業外費用合計 120,809 129,394 

経常利益 2,051,271 2,386,737 

特別利益    

固定資産売却益 － 300 

特別利益合計 － 300 

特別損失    

固定資産売却損 ※３ 64,879 119 

固定資産除却損 ※４ 3,499 1,453 

減損損失 26,023 168,996 

その他 10,505 － 

特別損失合計 104,907 170,568 

税引前当期純利益 1,946,363 2,216,468 

法人税、住民税及び事業税 643,127 721,906 

法人税等調整額 △44,457 69,715 

法人税等合計 598,669 791,621 

当期純利益 1,347,693 1,424,847 
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【売上原価明細書】 

   

前事業年度 

（自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日） 

当事業年度 

（自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅰ 材料費          

   期首材料棚卸高   35,396   36,291  

    材料仕入   871,403   860,437  

     合 計   906,800   896,728  

    期末材料棚卸高   36,291   29,660  

    870,509 5.0 867,068 4.9 

Ⅱ 労務費   3,171,570 18.4 3,432,946 19.2 

Ⅲ 外注費   1,709,316 9.9 1,781,860 10.0 

Ⅳ 経費 ※ 11,489,747 66.6 11,780,003 65.9 

  当期売上原価   17,241,143 100.0 17,861,878 100.0 

 

（注）※の主な内訳は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 

（自 平成26年７月１日 

  至 平成27年６月30日） 

当事業年度 

（自 平成27年７月１日 

  至 平成28年６月30日） 

 

 賃借料  （千円） 5,990,054 6,138,861 

水道光熱費 （千円） 1,801,559 1,623,422 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

                （単位：千円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

 
資本 

準備金 
資本剰余
金合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  
特別償却
準備金 

別途積立金 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 50,000 50,000 50,000 32,500 33,325 1,465,000 △1,083,945 446,879 546,879 

当期変動額                  

剰余金の配当             △10,000 △10,000 △10,000 

当期純利益             1,347,693 1,347,693 1,347,693 

特別償却準備金の積立         32,862   △32,862 － － 

特別償却準備金の取崩         △6,310   6,310 － － 

別途積立金の取崩           △1,465,000 1,465,000 － － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 － 

当期変動額合計         26,551 △1,465,000 2,776,141 1,337,693 1,337,693 

当期末残高 50,000 50,000 50,000 32,500 59,877 － 1,692,195 1,784,573 1,884,573 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

当期首残高 1,064 － 1,064 547,944 

当期変動額        

剰余金の配当       △10,000 

当期純利益       1,347,693 

特別償却準備金の積立       － 

特別償却準備金の取崩       － 

別途積立金の取崩       － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

7,672 △19,330 △11,658 △11,658 

当期変動額合計 7,672 △19,330 △11,658 1,326,035 

当期末残高 8,737 △19,330 △10,593 1,873,980 
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当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

              （単位：千円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  
特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 50,000 50,000 50,000 32,500 59,877 1,692,195 1,784,573 1,884,573 

当期変動額                

剰余金の配当           △10,000 △10,000 △10,000 

当期純利益           1,424,847 1,424,847 1,424,847 

特別償却準備金の積立         94,487 △94,487 － － 

特別償却準備金の取崩         △10,524 10,524 － － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）               － 

当期変動額合計         83,963 1,330,883 1,414,847 1,414,847 

当期末残高 50,000 50,000 50,000 32,500 143,840 3,023,079 3,199,420 3,299,420 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

当期首残高 8,737 △19,330 △10,593 1,873,980 

当期変動額        

剰余金の配当       △10,000 

当期純利益       1,424,847 

特別償却準備金の積立       － 

特別償却準備金の取崩       － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△11,144 △7,047 △18,191 △18,191 

当期変動額合計 △11,144 △7,047 △18,191 1,396,655 

当期末残高 △2,406 △26,378 △28,785 3,270,635 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

前事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法を採用しております。 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物          ２～50年 

工具、器具及び備品   ２～15年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年６月30日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

５．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ対象  長期借入金 

ヘッジ手段  金利スワップ取引 

（３）ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクのヘッジを目的として、金利スワップ取引を行っており、デリバティブ

管理規程に基づいてヘッジの有効性の判定を含めたリスク管理を実施しております。 
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（４）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段についてのそれぞれのキャッシュ・フロー総額の変動額を比較すること

により、ヘッジ有効性の評価をしております。 

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式     移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ…時価法 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

原材料及び貯蔵品…最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物          ２～50年 

工具、器具及び備品   ２～15年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年６月30日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 

３．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ対象  長期借入金 

ヘッジ手段  金利スワップ取引 

（ハ）ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクのヘッジを目的として、金利スワップ取引を行っており、デリバティブ

管理規程に基づいてヘッジの有効性の判定を含めたリスク管理を実施しております。 

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段についてのそれぞれのキャッシュ・フロー総額の変動額を比較すること

により、ヘッジ有効性の評価をしております。 

（２）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更）

前事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度より適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による財務諸表及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

 

（表示方法の変更）

前事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については財務諸

表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。 

 財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しております。 
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（貸借対照表関係）

前事業年度（平成27年６月30日）

※１ 担保資産及び担保付債務

（１）担保に供している資産は次のとおりであります。

 
当事業年度 

（平成27年６月30日） 

建物 681,243千円 

土地 2,447,075 

差入保証金 1,258,201 

計 4,386,520 

 

（２）担保付債務は次のとおりであります。 

 
当事業年度 

（平成27年６月30日） 

短期借入金 1,966,617千円 

1年内返済予定の長期借入金 789,604 

長期借入金 6,144,920 

計 8,901,141 

 

※２ 関係会社項目  ―

 

※３ 財務制限条項 

当事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

 借入金のうち平成26年３月26日締結のシンジケートローン契約(当事業年度末現在の借入金残高

8,450,000千円)において下記の財務制限条項が付されております。 

（１）借入人は、借入人の2015年６月に終了する決算期及びそれ以降の各年度の決算期の末日における

借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日又は2014年

６月に終了する決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか

大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維持すること。 

（２）借入人は借入人の各年度の決算期に係る借入人の単体の損益計算書上の経常損益に関して、それ

ぞれ２期連続して経常損失を計上しないこと。 

 

４ 保証債務 

 次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証及び保証予約を行っております。

債務保証

当事業年度
（平成27年６月30日）

(株)チョイスホテルズジャパン 6,640千円
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当事業年度(平成28年６月30日) 

※１ 担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

 
当事業年度 

（平成28年６月30日） 

建物 648,367千円 

土地 2,398,630 

差入保証金 1,255,512 

計 4,302,510 

 

（２）担保に係る債務 

 
当事業年度 

（平成28年６月30日） 

短期借入金 1,438,065千円 

1年内返済予定の長期借入金 868,828 

長期借入金 5,653,298 

計 7,960,191 

 

※２ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
当事業年度

（平成28年６月30日）

短期金銭債権 12,660千円

短期金銭債務 45,461

 

※３ 財務制限条項 

当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

 借入金のうち平成26年３月26日締結のシンジケートローン契約(当事業年度末現在の借入金残高

7,572,500千円)において下記の財務制限条項が付されております。 

（１）借入人は、借入人の2015年６月に終了する決算期及びそれ以降の各年度の決算期の末日における

借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日又は2014年

６月に終了する決算期の末日における借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか

大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維持すること。 

（２）借入人は借入人の各年度の決算期に係る借入人の単体の損益計算書上の経常損益に関して、それ

ぞれ２期連続して経常損失を計上しないこと。 
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（損益計算書関係）

前事業年度 （自 平成26年７月１日至 平成27年６月30日）

 

※１ 関係会社との取引高   ― 

 

※２ 当事業年度の販売費に属する費用のおおよその割合は66.4％、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は33.6％であります。 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

当事業年度 

（自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日） 

販売手数料 1,919,939千円 

給料及び賞与 327,414 

減価償却費 44,855 

貸倒引当金繰入額 △1,600 

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 

当事業年度 

（自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日） 

建物 641千円 

土地 64,237 

計 64,879 

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 

当事業年度 

（自 平成26年７月１日 

至 平成27年６月30日） 

建物 3,380千円 

工具、器具及び備品 119 

計 3,499 
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当事業年度 （自 平成27年７月１日至 平成28年６月30日）

 

※１ 関係会社との取引高 

 
当事業年度

（自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日）

営業取引による取引高  

 売上高 11,109千円

 売上原価 1,901

 販売費及び一般管理費 532,731

営業取引以外の取引による取引高 8,553

 

※２ 当事業年度の販売費に属する費用のおおよその割合は66.8％、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は33.2％であります。 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

当事業年度 

（自 平成27年７月１日 

至 平成28年６月30日） 

販売手数料 2,085,432千円 

給料及び賞与 392,036 

減価償却費 42,338 

貸倒引当金繰入額 △100 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成27年６月30日）

 子会社株式（貸借対照表計上額 20,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成28年６月30日）

 子会社株式（貸借対照表計上額 153,723千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度（平成27年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
当事業年度 

（平成27年６月30日） 

繰延税金資産  

未払事業所税 16,985千円 

未払事業税 51,655 

減損損失 83,630 

貸倒引当金 18,436 

資産除去債務 89,850 

減価償却費 144,132 

繰延ヘッジ損益 9,009 

その他 7,562 

  小計 421,262 

 評価性引当額 △252,837 

  合計 168,425 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △28,678 

建物（資産除去債務） △31,675 

その他有価証券評価差額金 △4,072 

合計 △64,426 

繰延税金資産の純額 103,999 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
当事業年度 

（平成27年６月30日） 

法定実効税率 36.5％ 

（調整）  

住民税均等割 0.5 

評価性引当額の増減 △6.2 

その他 △0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.8 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に国会で成立し、平成27年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の36.5％から、平成27年７月１日に開始する

事業年度に解消が見込まれる一時差異については34.8％に、平成28年７月１日に開始する事業年度以降

に解消が見込まれる一時差異については31.8％になります。この税率変更による影響は軽微でありま

す。 
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当事業年度（平成28年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
当事業年度 

（平成28年６月30日） 

繰延税金資産  

未払事業所税 14,244千円 

未払事業税 37,507 

減損損失 102,573 

貸倒引当金 17,510 

資産除去債務 106,512 

減価償却費 159,726 

繰延ヘッジ損益 11,412 

その他有価証券評価差額金 1,041 

その他 3,780 

  小計 454,309 

 評価性引当額 △309,345 

  合計 144,963 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △62,477 

建物（資産除去債務） △40,685 

合計 △103,162 

繰延税金資産の純額 41,800 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の

法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の計算において使用した31.8％から、平成28年７月１日

及び平成29年７月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.4％に、平成30年７

月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.2％になります。この税率変更

による影響は軽微であります。 
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（企業結合等関係）

前事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

取得による企業結合 

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。 

 

 

（重要な後発事象）

前事業年度（自 平成26年７月１日 至 平成27年６月30日） 

当社は、平成27年７月21日開催の取締役会において、株式会社ベストの全株式を取得し、子会社化すること

について決議し、平成27年７月30日に株式を取得しております。 

 詳細は「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）」

に記載のとおりであります。 

 

当事業年度（自 平成27年７月１日 至 平成28年６月30日） 

(連結子会社の吸収合併) 

 当社は、平成28年２月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ベストを吸収合併す

ることを決議し、平成28年３月１日付で合併契約書を締結いたしました。この契約に基づき、当社は平成28年

７月１日付で株式会社ベストを吸収合併いたしました。 

 詳細は「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）」

に記載のとおりであります。 

 

(株式分割) 

 当社は、平成28年11月11日開催の取締役会において、平成28年12月15日付けで普通株式１株につき50株の株

式分割による新株式を発行しております。 

 詳細は「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）」

に記載のとおりであります。 

 

(単元株制度の導入) 

 当社は、平成28年11月11日開催の取締役会において、平成28年12月14日開催の臨時株主総会に単元株制度の

導入について付議することを決議し、同株主総会において承認されました。 

 詳細は「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）」

に記載のとおりであります。 

 

2017/02/10 22:39:56／17293951_株式会社グリーンズ_有価証券届出書（新規公開）

- 113 -



④【附属明細表】

【有価証券明細表】

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。 

 

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円） 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 
減価償却 

累計額 

有形 

固定資産 

建物 1,204,220 159,607 
27,599 

(26,999) 
131,699 1,204,528 2,974,217 

構築物 46,199 941 
4,286 

(4,286) 
8,861 33,993 224,053 

工具、器具及び備品 140,784 184,644 
2,198 

(1,346) 
67,181 256,048 507,352 

土地 2,973,887 44,610 
128,485 

(121,163) 
－ 2,890,012 － 

リース資産 46,213 8,508 － 21,994 32,727 135,420 

計 4,411,305 398,312 
162,570 

(153,794) 
229,735 4,417,311 3,841,044 

無形 

固定資産 

ソフトウエア 87,545 214,763 － 31,520 270,789 － 

借地権 1,970 － － 1,505 464 － 

その他 18,162 － 
15,201 

(15,201) 
330 2,630 － 

計 107,678 214,763 
15,201 

(15,201) 
33,356 273,884 

－ 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

コンフォートホテル和歌山 新規取得 建物        27,010千円

     〃        〃   工具、器具及び備品 27,502千円

ホテルシステム更新         ソフトウエア    158,468千円

２．当期減少額のうち主なものは以下のとおりであります。

遊休土地（四日市市）の減損損失       86,118千円 

３．当期減少額欄の（  ）は内数で、当期の減損損失計上額であります。 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 61,300 3,200 3,300 61,200
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（２）【主な資産及び負債の内容】

 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

該当事項はありません。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 毎年７月１日から翌年６月30日まで

定時株主総会 毎事業年度末の翌日から３ヶ月以内

基準日 毎事業年度末日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日 毎年６月末日
毎年12月末日

１単元の株式数 100株

 株式の名義書換え（注１）  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店（注１）

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子
公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。 
https://www.kk-greens.jp/ir/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。

 

（注）１．当社株式は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128

条第１項に規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。 

２．当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができない旨、定款に定めております。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（３）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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第三部【特別情報】

第１【連動子会社の最近の財務諸表】
当社は、連動子会社を有していないため、該当事項はありません。
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第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】
該当事項はありません。 

 

第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

該当事項はありません。

 

２【取得者の概況】

該当事項はありません。

 

３【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はありません。
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第３【株主の状況】
 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 

株式総数に対する

所有株式数の割合 

（％） 

株式会社新緑（注）１、７ 三重県四日市市笹川五丁目10番地12 2,550,000 25.50 

株式会社ＴＭ（注）１、７ 三重県四日市市笹川五丁目10番地12 2,150,000 21.50 

村木 敏雄（注）２、７ 三重県四日市市 2,137,500 21.38 

村木 雄哉（注）４、５、７ 三重県四日市市 2,112,500 21.12 

松井 清（注）３、７ 三重県鈴鹿市 250,000 2.50 

雨澤 佳世（注）５、７ 三重県四日市市 200,000 2.00 

黒田 知佳（注）５、７ 三重県四日市市 200,000 2.00 

鈴木 麻祐（注）５、７ 愛知県日進市 200,000 2.00 

村木 尹久子（注）６、７ 三重県四日市市 200,000 2.00 

計 － 10,000,000 100.00 

（注）１．特別利害関係者等（役員等により総株主等の過半数が所有されている会社） 

２．特別利害関係者等（当社の代表取締役会長） 

３．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長） 

４．特別利害関係者等（当社の専務取締役） 

５．特別利害関係者等（当社の代表取締役会長の二親等内の血族） 

６．特別利害関係者等（当社の代表取締役会長の配偶者） 

７．特別利害関係者等（大株主上位10名） 

８．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 
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